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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第10期

第３四半期連結
累計期間

第11期
第３四半期連結
累計期間

第10期

会計期間
自平成29年１月１日
至平成29年９月30日

自平成30年１月１日
至平成30年９月30日

自平成29年１月１日
至平成29年12月31日

売上高 （千円） 6,262,874 6,814,244 13,097,384

経常利益 （千円） 372,079 473,813 1,998,912

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（千円） 262,917 303,165 1,250,701

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 264,824 295,597 1,253,267

純資産額 （千円） 3,019,168 4,337,103 4,009,161

総資産額 （千円） 19,225,696 29,973,210 19,109,686

１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 34.22 39.04 162.77

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 33.89 38.41 160.63

自己資本比率 （％） 15.7 14.4 21.0

 

回次
第10期

第３四半期連結
会計期間

第11期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自平成29年７月１日
至平成29年９月30日

自平成30年７月１日
至平成30年９月30日

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）
（円） △5.35 10.41

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．平成30年１月17日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っておりますが、当該株式分割が前連結会計

年度の期首に行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額を算定しております。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関

係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(１）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、引き続き企業収益や雇用・所得環境の改善が進む等、緩やか

な回復基調で推移しました。

一方、米国の通商・外交政策動向による世界経済への影響や地政学リスク、原油価格や金利の上昇及び為替相場

の変動など世界的な不確実性が続いております。更に、日本国内の異常気象や自然災害が相次ぎ、企業収益への影

響等も懸念されております。

当社が属する不動産業界におきましては、平成30年８月に公表された国土交通省の調査「主要都市の高度利用地

地価動向報告」によると、主要都市の平成30年第２四半期（平成30年４月１日～平成30年７月１日）の地価動向

は、全体として緩やかな上昇基調が継続しており、日銀によるマイナス金利政策による市場活性化等の影響も受

け、事業用地取得競争の激化した状況は続いております。

このような状況下のもと、当社は不動産投資開発事業及び不動産コンサルティング事業を中心に案件数を着実に

重ねました。

この結果、売上高は6,814,244千円（前年同期比8.8％増）、営業利益は827,895千円（前年同期比27.5％増）、

経常利益は473,813千円（前年同期比27.3％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は303,165千円（前年同期比

15.3％増）となりました。

 

報告セグメントの業績は次のとおりであります。

 

（不動産投資開発事業）

不動産投資開発事業におきましては、売却件数は13件（前年同期13件）となり、その内訳は、物件種類別では住

宅系不動産５件（前年同期８件）、事務所・店舗ビル４件（前年同期２件）、土地３件（前年同期２件）、ホテル

コンドミニアム１件（前年同期１区画）になりました。一方、取得した物件数は19件（前年同期13件）となり、物

件種類別では住宅系不動産９件（前年同期６件）、事務所・店舗ビル４件（前年同期２件）、土地（開発用地含

む）４件（前年同期５件）、その他２件（前年同期－件）になり、地域別では関東圏９件（前年同期６件）、北海

道圏２件（前年同期２件）、関西圏４件（前年同期１件）、九州圏４件（前年同期４件）となりました。

また、当第３四半期連結会計期間末における在庫数は33件（前年同期26件）となり、商品化は着々と進んでおり

ます。今夏、京都府で初めてとなるビジネスホテル開発が竣工を向かえ、８月に「ネストホテル京都四条烏丸」と

してオープンいたしました。その他、都心でもオフィスビルが竣工し、売却活動に向けた準備は整ってきておりま

す。

なお、上記物件数には株式会社ライフステージ及び株式会社ヴィエント・クリエーションの販売用不動産は含め

ておりませんが、住宅系不動産１件の他、区分マンション６件、カプセルホテル２件を在庫として保有しておりま

す。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は4,727,952千円（前年同期比1.6％増）、セグメント

利益は632,196千円(前年同期比4.9％増)となりました。
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（不動産コンサルティング事業）

不動産コンサルティング事業におきましては、日本全国の主要都市を中心に受託件数を積み重ね、成約件数は23

件（前年同期21件）となりました。成約23件の内訳は関東圏11件（前年同期13件）、北海道圏５件（前年同期４

件）、関西圏５件（前年同期３件）、九州圏２件（前年同期１件）となります。

関東近郊の投資用不動産を中心に売買仲介成約件数を伸ばしておりますが、引き続き販管費の増加などから利益

額は前年同期比を下回る結果となりました。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は935,120千円（前年同期比5.1％減）、セグメント利

益は229,074千円（前年同期比28.4％減）となりました。

 

（不動産マネジメント事業）

不動産マネジメント事業におきましては、クライアントの所有不動産の管理運営受託件数が66件（前年同期58

件）に増加しました。管理運営受託の地域の内訳は、関東圏27件（前年同期25件）、北海道圏24件（前年同期23

件）、九州圏13件（前年同期９件）、関西圏２件（前年同期１件）となります。今春から今夏にかけてオープンし

たホテルが高稼働で推移した影響により、売上高及び利益額が大幅に増加しております。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は1,205,405千円（前年同期比84.8％増）、セグメン

ト利益は734,215千円（前年同期比118.1％増）となりました。

 

（２）財政状態に関する説明

（資産の状況）

当第３四半期連結会計期間末における総資産は29,973,210千円となり、前連結会計年度末に比べ10,863,523千円

増加しました。これは主として、販売用不動産及び仕掛販売用不動産の増加8,662,387千円であります。

（負債の状況）

当第３四半期連結会計期間末における負債合計は25,636,106千円となり、前連結会計年度末に比べ10,535,581千

円増加しました。これは主として、借入金及び社債の増加10,401,673千円であります。

（純資産の状況）

当第３四半期連結会計期間末における純資産は4,337,103千円となり、前連結会計年度末に比べ327,942千円増加

しました。これは主として、利益剰余金の増加153,011千円であります。これらの結果、自己資本比率は14.4％と

なりました。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,000,000

計 12,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成30年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,168,600 8,168,600
東京証券取引所

（市場第一部）

完全議決権株式であ

り、株主としての権

利内容に何ら限定の

ない当社における標

準となる株式であ

り、単元株式数は

100株であります。

計 8,168,600 8,168,600 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成30年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総数
残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成30年７月１日～

平成30年９月30日

（注）

1,400 8,168,600 580 1,014,945 580 935,960

（注）新株予約権の行使による増加であります。

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成30年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成30年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

319,900
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

7,845,900
78,459

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であります。

単元未満株式
普通株式

1,400
－ （注）

発行済株式総数 8,167,200 － －

総株主の議決権 － 78,459 －

(注)「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式に係る単元未満株式72株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成30年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社ビーロット
東京都港区新橋二丁目

19番10号
319,900 － 319,900 3.92

計 － 319,900 － 319,900 3.92

（注）上記の株式数には単元未満株式72株は含めておりません。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成30年７月１日から平

成30年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年１月１日から平成30年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

資産の部   
流動資産   

現金及び預金 4,855,211 5,856,762

売掛金 117,762 128,011

販売用不動産 4,715,695 11,858,300

仕掛販売用不動産 6,642,580 8,162,362

繰延税金資産 27,998 15,484

その他 401,829 1,362,632

流動資産合計 16,761,077 27,383,554

固定資産   
有形固定資産   
建物（純額） 418,455 403,764

土地 164,428 164,428

その他（純額） 12,656 25,367

有形固定資産合計 595,540 593,560

無形固定資産   

借地権 659,233 659,233

のれん 155,675 265,548

その他 9,915 8,325

無形固定資産合計 824,824 933,107

投資その他の資産   

繰延税金資産 103,632 104,452

その他 793,535 922,911

投資その他の資産合計 897,168 1,027,363

固定資産合計 2,317,532 2,554,031

繰延資産 31,075 35,624

資産合計 19,109,686 29,973,210

負債の部   
流動負債   

短期借入金 4,035,079 ※ 7,559,336

1年内返済予定の長期借入金 ※ 3,735,690 ※ 1,149,794

1年内償還予定の社債 245,900 353,000

未払法人税等 551,372 5,299

賞与引当金 23,492 78,377

役員賞与引当金 － 36,155

その他 546,098 1,109,191

流動負債合計 9,137,632 10,291,155

固定負債   

長期借入金 ※ 4,512,016 ※ 12,797,827

社債 1,265,350 2,335,750

繰延税金負債 108,998 108,998

その他 76,527 102,375

固定負債合計 5,962,892 15,344,951

負債合計 15,100,525 25,636,106

純資産の部   
株主資本   

資本金 944,695 1,014,945

資本剰余金 865,710 935,960

利益剰余金 2,421,421 2,574,432

自己株式 △223,698 △223,698

株主資本合計 4,008,129 4,301,640

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 234 △424

その他の包括利益累計額合計 234 △424

新株予約権 798 9,265

非支配株主持分 － 26,622

純資産合計 4,009,161 4,337,103

負債純資産合計 19,109,686 29,973,210
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年１月１日
　至　平成30年９月30日)

売上高 6,262,874 6,814,244

売上原価 4,072,077 4,237,457

売上総利益 2,190,796 2,576,786

販売費及び一般管理費 1,541,475 1,748,891

営業利益 649,321 827,895

営業外収益   

受取利息 929 488

受取手数料 134 86

受取配当金 33 16

その他 72 74

営業外収益合計 1,169 665

営業外費用   

支払利息 205,609 246,275

支払手数料 48,260 91,852

その他 24,541 16,620

営業外費用合計 278,411 354,747

経常利益 372,079 473,813

税金等調整前四半期純利益 372,079 473,813

法人税、住民税及び事業税 124,831 165,862

法人税等調整額 △15,668 11,694

法人税等合計 109,162 177,556

四半期純利益 262,917 296,256

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） － △6,908

親会社株主に帰属する四半期純利益 262,917 303,165
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年１月１日
　至　平成30年９月30日)

四半期純利益 262,917 296,256

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 1,907 △659

その他の包括利益合計 1,907 △659

四半期包括利益 264,824 295,597

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 264,824 302,506

非支配株主に係る四半期包括利益 － △6,908
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

第２四半期連結会計期間において、株式会社ティアンドケイの株式を取得したことに伴い、第２四半期連結会

計期間より同社を連結の範囲に含めています。

 

（会計方針の変更）

「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い」（実務対応報告第36

号　平成30年１月12日。以下「実務対応報告第36号」という。）等を平成30年４月１日以後適用し、従業員等に

対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引については、「ストック・オプション等に関する会計基

準」（企業会計基準第８号　平成17年12月27日）等に準拠した会計処理を行うことといたしました。

ただし、実務対応報告第36号の適用については、実務対応報告第36号第10項(3)に定める経過的な取扱いに

従っており、実務対応報告第36号の適用日より前に従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与し

た取引については、従来採用していた会計処理を継続しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※　財務制限条項

当社グループは、主に販売用不動産の仕入に関して、機動的かつ安定的な資金調達を確保するため、取引銀行

とローン契約等を締結しており、本契約には当社及び子会社の貸借対照表及び損益計算書等より算出される一定

の指標等を基準とする財務制限条項が付されています。これらの契約に基づく当四半期連結会計期間末の借入実

行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年12月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成30年９月30日）

シンジケートローン契約

当座貸越契約

668,000千円

23,600

4,209,000千円

31,000

計 691,600 4,240,000

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成29年１月１日
至 平成29年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成30年１月１日
至 平成30年９月30日）

減価償却費 38,746千円 26,022千円

のれんの償却額 8,527 16,004
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成29年１月１日　至平成29年９月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年３月24日

定時株主総会
普通株式 65,300 17  平成28年12月31日  平成29年３月27日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成30年１月１日　至平成30年９月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年３月28日

定時株主総会
普通株式 150,154 39  平成29年12月31日  平成30年３月29日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

当第３四半期連結累計期間において、新株予約権の一部行使により資本金及び資本剰余金がそれぞれ70,250千

円増加し、当第３四半期連結会計期間末において資本金が1,014,945千円、資本剰余金が935,960千円となってお

ります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成29年１月１日　至　平成29年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１．

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２．

 
不動産投資開
発事業

不動産コンサ
ルティング事

業

不動産マネジ
メント事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 4,652,292 958,234 652,347 6,262,874 － 6,262,874

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ 27,576 － 27,576 △27,576 －

計 4,652,292 985,811 652,347 6,290,450 △27,576 6,262,874

セグメント利益 602,888 319,761 336,574 1,259,225 △609,903 649,321

（注）１．調整額の内容は、以下の通りであります。

セグメント利益の調整額△609,903千円は、各報告セグメントに配賦しない全社費用であります。

全社費用は、報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成30年１月１日　至　平成30年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１．

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２．

 
不動産投資開
発事業

不動産コンサ
ルティング事

業

不動産マネジ
メント事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 4,727,952 880,886 1,205,405 6,814,244 － 6,814,244

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ 54,233 － 54,233 △54,233 －

計 4,727,952 935,120 1,205,405 6,868,477 △54,233 6,814,244

セグメント利益 632,196 229,074 734,215 1,595,486 △767,590 827,895

（注）１．調整額の内容は、以下の通りであります。

セグメント利益の調整額△767,590千円は、各報告セグメントに配賦しない全社費用であります。

全社費用は、報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成29年１月１日
至　平成29年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成30年１月１日
至　平成30年９月30日）

(1)１株当たり四半期純利益金額 34.22円 39.04円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 262,917 303,165

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（千円）
262,917 303,165

普通株式の期中平均株式数（株） 7,682,746 7,766,080

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 33.89円 38.41円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） 76,199 126,487

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－

平成30年２月21日取締役会決議

第６回新株予約権

新株予約権2,320個

（普通株式232,000株）

平成30年５月15日取締役会決議

第７回新株予約権

新株予約権9,770個

（普通株式977,000株）

平成30年５月15日取締役会決議

第８回新株予約権

新株予約権2,400個

（普通株式240,000株）

（注）当社は平成30年１月17日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っておりますが、前連結会計年度の期首に当

該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額を

算定しております。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成30年11月12日

株 式 会 社 ビ ー ロ ッ ト 

 取 締 役 会 御 中  

 

東 陽 監 査 法 人

指 定 社 員
公認会計士 山田　嗣也

業 務 執 行 社 員
   

指 定 社 員
公認会計士 中里　直記

業 務 執 行 社 員
   

指 定 社 員
公認会計士 松本　直也

業 務 執 行 社 員
 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ビー

ロットの平成30年１月１日から平成30年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成30年７月１日から

平成30年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年１月１日から平成30年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ビーロット及び連結子会社の平成30年９月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
 

 

（注）１．上記四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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